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第１部 実施計画の概要 
 

 

本市では、地域の特性を活かした活力あるまちづくりを行っていくための指

針として、2015 年度からの 10 年間を展望したまちづくりの基本理念及び将来

像を実現するための施策体系を示す「第２次下関市総合計画 基本構想」と、

各行政分野における 2020 年度（令和２年度）からの５年間における具体的施

策を示す「後期基本計画」を策定し、市民の皆さまが未来に希望を感じることの

できる下関の実現に向けた取り組みを進めています。 

この実施計画は、基本構想・後期基本計画を受けて、その実現を計画的に推

進することを目的として策定したものであり、後期基本計画の計画期間におけ

る具体的な事業計画を提示し、まちづくりの方向性を示すものです。 

 

 
 

本実施計画は、第２次下関市総合計画後期基本計画の施策体系に基づき、

令和２年度から令和６年度までの主要な事業の計画を見通したものです。 

なお、本市の特色を把握することができるよう、従来から経常的に実施し

ている事業等は掲載せず、重点的・政策的事業を実施計画の対象としていま

す。 

 

 
 

本実施計画は、毎年施策・事業の効果や効率性等を検証して見直しを行うも

のであり、令和２～４年度決算並びに令和５年度予算の状況を踏まえ、令和５

年８月現在における状況を示しています。 

 

 
 

実施計画の掲載事業は、令和２～５年度（当初予算）において既に予算化

されているもの及び令和５年度補正予算や令和６年度に新たに着手するもの

ですが、今後予算措置する事業の事業費については現時点における見込みで

あり、今後の経済財政事情の動向やローリングの中で事業精査がなされるも

のです。 

実施計画の推進に当たっては、次頁に掲載する中期財政見通しを基に、財

政の健全性を確保した上で、計画的に進めていく必要があります。 
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単位：億円 

区 分 
R２年度 

（決算） 

R３年度 

（決算） 

R４年度 

（決算） 

R５年度 

（予算） 

R６年度 

（見込み） 5 年間計 

歳入 

市税・地方譲与税各種県交付金 397.1 404.9 411.8 422.5 424.6 2,060.9 

地 方 交 付 税・地方特例交付金  261.0 289.7 270.9 251.0 250.1 1,322.7 

国  県  支  出  金 554.9 387.6 384.1 301.3 292.9 1,920.8 

市     債 92.6 84.6 75.8 84.1 113.0 450.1 

そ  の  他  の  収  入 160.0 135.0 309.8 166.3 187.1 958.2 

計 1,465.6 1,301.8 1452.4 1225.2 1267.7 6,712.7 

 （ う ち 一 般 財 源Ａ ） 724.2 775.5 760.6 703.5 704.7 3,668.5 

歳出 

義 務 的 経 費 629.2 692.5 633.1 596.0 601.7 3,152.5 

投 資 的 経 費 Ｔ 84.8 75.2 119.6 153.2 242.9 675.7 

そ の 他 の 経 費 721.6 486.8 648.2 476.0 441.9 2,774.5 

計    Ｓ 1,435.6 1,254.5 1,400.9 1,225.2 1,286.5 6,602.7 

 （ う ち 一 般 財 源Ｂ ） 694.2 728.2 709.1 716.5 723.5 3,571.5 

要調整額（歳入Ａ－歳出Ｂ） 30.0 47.3 51.5 △ 13.0 △ 18.8 97.0 

※R5～R6 年度は当初予算（見込み）を計上。 

 

 
単位：億円 

区分 
R2～R4 年度 

（決算） 

R5 年度 

（予算） 

R6 年度 

（見込み） 
5 年間計 

実施計画事業費  Ｘ 144.5  182.5  187.5  514.5 

（うち一般財源） 18.6  18.1  46.5  83.2  

比率 Ｘ／Ｓ（%） 3.5%  14.9%  14.6%  7.8%  

実施計画投資的経費  Ｙ 124.3  162.3 162.7  449.3  

（うち一般財源） 7.2  11.4  28.5  47.1  

比率 Ｙ／Ｘ（％） 86.0%  88.9% 86.8%  87.3%  

比率 Ｙ／Ｔ（％） 44.5%  ※ 105.9% 67.0% 66.5%

※R5 年度計上経費について、実施計画は R5 年度予算額（補正含む）及び R4→R5 繰越額を計上しているのに対し、中

期財政見通しは R5 年度当初予算のみを計上しているため、実施計画の経費が中期財政見通しの経費を上回っている。 
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今回、実施計画に掲載した令和２年度から令和６年度までの５年間における

事業費の総額は、一般会計ベースで 514.5 億円であり、中期財政見通しにおけ

る同５年間の歳出規模 6,602.7 億円に対し 7.8％を占めています。また、実施

計画事業費のうち、一般会計における投資的経費は 449.3 億円であり、中期財

政見通しにおける同５年間の投資的経費 675.7 億円に対し 66.5％となっていま

す。  
 

これらは、いずれも中期財政見通しにおける歳出規模の範囲内ではあるもの

の、実施計画は重点的・政策的事業の掲載に留めていることから、実施計画の

遂行に当たっては、中期財政見通しとの調整を図りながら各事業の効果や効率

性について十分検討するとともに、実施計画のローリングや予算編成を通して、

事業優先度の判断、事業費の削減及び事業の統廃合、財源の確保など、不断の

行財政改革が必要であり、事業計画のさらなる熟考が求められます。 
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第２部 第２次下関市総合計画の概要 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 

 

 

 

 

  



No. 2 事業名 アウトドアスポーツによる地域活性化事業

概要

本市、長門市、美祢市の３市がそれぞれ持つ地域資源を活用し、サイクリング、シーカヤック、
トレッキングといった人力による移動手段で地域の人々との交流を図る「ジャパンエコトラック
協会」の認定ルートを目指すほか、アウトドアスポーツの認知度向上を図るブランディング事業
やサイクル環境の整備を行うもの

事業費（百万円）

R2 - R4 R5 R6

25.2 10.0 未定

No. 1 事業名 新総合体育館整備事業

概要 本市スポーツ振興の中心的拠点となり、イベント等も開催可能な総合体育館の整備を行うもの

R2 R3 R4 R5 R6

目的
市境を超えた豊富な自然資源を活かした、広域連携によるアウトドアスポーツを通じた着地型メ
ニューの提供やアウトドアスポーツのブランド化による交流人口の拡大

行程等

R2 R3 R4 R5 R6

目的 スポーツ活動の推進及び環境の整備・充実

行程等

事業費（百万円）

R2 - R4 R5 R6

1,609.1 3,513.6 2,079.8

新総合体育館建設 維持管理

・運営

既存体育

館解体等

事業者の選定・契約 設計

ＰＦＩアドバイザリー業務 ＰＦＩモニタリング業務

第３部 施策体系別事業

※ R6年度の事業費及び行程等は、全て現時点における見込み又は予定

第１章 魅力あふれる人・文化を育み、いきいきと交流するまち

≪方向性≫

■ 心豊かな市民生活の充実 ■ 多くの人が行き交い、交流する拠点都市づくり

■ 戦略的な観光プロモーション ■ 国際化に対応できる人材の育成、国際交流の促進

文化・スポーツの振興、観光・レクリエーションの振興、みなとのにぎわいの創出、

連携・交流の推進、国際化の推進、都市全体の価値・魅力向上

施

策

ジャパンエコトラックの推進

アウトドアスポーツのブランディング

サイクル環境の整備
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目的

(1)
下関版ワーケーションの構築による中・長期的な滞在者の増加及び市内消費の拡大
体験型観光コンテンツの育成を通じた観光客及び消費額の増加

(2)(3)
「デュアルライフ」の実現に向けた受入環境の整備による、アフターコロナ時代を見据え
た持続可能な地域経済の活性化

(1)

行程等

R2 R3 R4 R5 R6

(2)

No. 3 事業名 デュアルライフプロジェクト

構成事業

(1)

時代の変化に対応し、新たな旅のスタイルへの受入を進めるため、宿泊事業者が行うリ
モートワークやワーケーションに必要な設備の導入の支援や施設の利用促進を図ることに
より、ワーケーションを推進するとともに、農林水産・製造業などの業種における体験型
観光コンテンツの導入を支援し、市内観光の柱の一つとして育成するもの

概要

(2) 移住定住ＰＲ／デジタル人材育成／デジタル人材発掘・起業

(3) 移住・定住を促進するための情報発信

(2)

デュアルライフプロジェクトのＰＲというこれまでと異なる観点を加えた移住相談窓口を
設置し、住まい・仕事等の相談に対応するとともに、各大学の強みを最大限に活かした大
学提案型モデル実証事業によるデジタル人材の育成、地域おこし協力隊制度を活用した首
都圏からのデジタル人材の発掘・起業に取り組むもの

(3)
アフターコロナの時代に対応した移住相談受付体制を整備するため、市ＬＩＮＥ公式アカ
ウントの機能を拡張してチャットボット等による移住情報の提供を行い、移住・定住を促
進するもの

(1) 下関版ワーケーション調査業務／ワーケーション推進事業／体験型観光コンテンツ育成事業

(3)

事業費（百万円）

R2 - R4 R5 R6

46.9 43.0 2.3

下関版ワーケーション

調査業務

ワーケーション推進事業

体験型観光コンテンツ育成事業

移住定住PR／デジタル人材育成

／デジタル人材発掘・起業

移住・定住を促進するための情報発信
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No. 5 事業名 海響館改修事業

概要
他の水族館にない魅力の付加や施設の長寿命化を図る設備更新を実施することにより入館者数を
確保するとともに、継続的な魅力づくりを図るための改修や新たな展示施設整備を行うもの

R2 - R4 R5 R6

138.5 1,113.2 1,470.0

目的 (1)(2) 火の山公園施設の再整備による観光客の呼び込み

行程等

(1)

(2)

構成事業

概要

(1)
観光需要の変化に対応していくことが求められる中、本市が取組んでいる火の山地区観光
施設の再編整備において、火の山での賑わいを創出するイベントを展開し、「新しい旅行
スタイル」の定着に資する火の山の観光資源の活用を図るもの

(2)

老朽化が顕著な火の山地区の観光施設の再編整備を順次行うもの。山頂において、展望
デッキ・アスレチック・屋内展望施設・イベント広場などを、山麓において、キャンプ
場・立体駐車場などを整備し、整備コンセプトの「再生誕　火の山　～多彩な魅力を発
信・体験する場」を充実させるもの。また、老朽化した既存ロープウェイの更新や立体駐
車場の改修を併せて実施するもの。

(1) 火の山地区観光施設再編整備事業（賑わい創出）

No. 4 事業名 火の山地区観光施設再編整備事業

事業費（百万円）

R2 - R4 R5 R6

89.4 292.1 1,751.9

R2 R3 R4 R5 R6

目的 交流人口の拡大や観光客の滞在時間の拡大、通年型観光客数の増加

行程等

(2) 火の山地区観光施設再編整備事業（施設整備）【移動施設整備/立体駐車場改修/火の山公園再編整備事業】

R2 R3 R4 R5 R6

事業費（百万円）

基本構想

の策定
イベントの

実施

改修基本設計 改修実施設計 改修工事・アシカ展示施設整備

調査・測量等

展望台施設の場所・

規模等検討

移動施設整備（第一工区）

立体駐車場改修

展望デッキ

設計競技

移動施設検討

基本計画策定

火の山公園再編整備
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目的

行程等

(1)

No. 6 事業名 ４町再生事業

構成事業

(1)

道の駅「蛍街道西ノ市」を観光交流拠点として、地域の果物を使った新商品開発やホタル
舟などのＰＲ事業を通じて、地域の魅力を多方面へ発信するため新たな事業の取り組みや
地域イベントの拡充を行うもの
新たな生活様式に伴うアウトドア需要の高まり等に対応するため、豊田湖畔公園施設の遊
具について、地域内の間伐材を使用し野遊び空間の整備を行い、利用者の満足度の向上及
び滞在時間の延長等を図るもの

概要

(1) （豊田）まちの魅力創出・強化プロジェクト事業／豊田湖畔公園野遊び空間整備事業

(2) 豊浦地域［川棚温泉エリア］再生事業

(3) 菊川おもてなしプロジェクト

(4) 豊北地域リノベーションのまちづくり

(4)

(2)

(3)

R2 R3 R4 R5 R6

(2)
「穏やかで優しい、豊かな風土を活かした、『癒やしの小旅行』を可能にするまちづく
り」を目指し、川棚温泉エリアを中心に様々な事業を展開し、その波及効果を豊浦地域全
体にもたらすことで、地域を活性化させ、まちの賑わいを創出するもの

(3)

おもてなし強化事業を始め、５つの事業を展開し、菊川地域に観光以外の目的をもって来
訪する｢関係人口の創出｣と｢おもてなしによる関係性の深化｣の両輪に取り組み、リピー
ターやファンの獲得に努め、関係人口の拡大、地域経済が好循環するシステム形成を図
り、地域活力の創出・強化を目指すもの

(4)

「リノベーションのまちづくり」の手法等により豊北地域に多く存在する公共施設や公共
空間、民間の空き家・空き店舗等を活かし、多様なライフスタイルが実現できるように、
蘇らせることで、地域の魅力や住みやすさの向上、移住定住を促進し、地域の活性化を図
り、過疎地域に指定されている豊北地域の再生を目指すもの

(1)
地域の核である道の駅の機能強化等を柱とした、豊田地域のまちの魅力の創出・強化
地域の間伐材を活用した遊具の更新とアウトドアツーリズムの推進

(2) 豊浦地域［川棚温泉エリア］における地域の活性化及びまちの賑わい創出

(3) 道の駅を核とした菊川地域の活性化、定住人口及び交流人口の増加

(4)
リノベーションにより公共施設等の魅力の向上、移住・定住の促進、
地域内交流の場の創出、新たなビジネスの創出、地域の稼ぐ力の向上

事業費（百万円）

R2 - R4 R5 R6

71.3 88.7 318.1

材料（間伐材）の

搬出・加工

既存遊具の撤去

新設遊具の

製作・設置

「ホタル」を活用した交流人口と

観光消費額の拡大

地域資源の活用による消費拡大

道の駅の機能強化等

豊浦地域［川棚温泉エリア］再生事業

豊北地域リノベーションのまちづくり

菊川おもてなしプロジェクト
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行程等

目的

(2)

(3)

(1)(2) 周遊型・滞在型観光地への転換

(3)
活力ある地域経済の好循環の創出
地域への人流促進による活力あるウォーターフロント開発

(1)

R2 R3 R4 R5 R6

No. 7

(1) 新たな人通り創出モデル事業／リノベーションまちづくり拠点活動支援事業／リノベーションまちづくり推進業務

(2) 海峡エリアビジョン策定業務／あるかぽーと・唐戸エリアマスタープラン策定・推進業務

(3)
下関の歴史・文化・食の魅力を活かしつつ、アフターコロナに向けた新たな観光トレンド
及びニーズの確認を行い、あるかぽーとエリア及び岬之町エリアを中心とした関門海峡沿
いのウォーターフロントエリアを開発整備するもの

構成事業

(1)

魅力ある賑わいスポットを構築し、それらを線や面へとつないで回遊性を高め、新たな人
通りを創出することで、市民や観光客等が「歩いて楽しめる」エリアとする手法を開発す
るとともに、エリア再生に取り組む事業者の活動及び施設整備を支援し、モデル拠点の構
築及び周辺への波及効果を創出するもの

(3) 下関港ウォーターフロント開発推進事業

概要
(2)

海峡エリアにおいて、賑わい創出のための実証実験を行うとともに、海峡エリアの目指す
べき将来像やまちづくりの方向性を示す「下関海峡エリアビジョン」と、あるかぽーと周
辺エリアの資源を活かした持続可能な賑わいづくりと周辺エリアへの相乗効果を図るため
の「あるかぽーと・唐戸エリアマスタープラン」を策定・推進するもの

海峡エリアビジョン推進事業

事業費（百万円）

R2 - R4 R5 R6事業名

172.1 185.8 93.0

リノベーションまちづくり拠点活動支援事業

新たな人通り創出モデル事業

下関港ウォーターフロント開発推進事業

あるかぽーと地区

交流拠点形成検討

あるかぽーと地区

交流拠点基盤整備

海峡エリアビジョン

実証実験

下関海峡エリアビジョン策定業務

あるかぽーと・唐戸

エリアマスタープラ

ン策定業務

リノベーションまちづくり推進業務

あるかぽーと・唐戸エリアマスタープラン

推進業務
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行程等

目的

No. 8

概要
未婚化、晩婚化、少子化が進んでいる現状への対策として、若い世代の独身男女に、出会い、交
流、教育、相談の場を提供するもの

No. 9 事業名 "出会いの場"婚活サポート事業

事業費（百万円）

R2 - R4 R5 R6

5.3 2.5 0.0

目的 若者の世代の、ふるさと下関への定住意識の向上

行程等

R2 R3 R4 R5 R6

(4)

(2)

(1)

(3)

事業名 クルーズ客船誘致・インバウンド推進事業

構成事業

概要

(1)～(3)

新港地区（長州出島）の荷役の効率化とクルーズ旅客の利便性の向上との両立を図るた
め、「国際旅客船拠点形成港湾」の運用開始に向け、クルーズ客船専用岸壁やふ頭用地の
整備、クルーズ客船の寄港回数の増加に向けて商談会への出展やクルーズ客船の誘致活動
を実施するもの

(4)

クルーズ客船等外国人観光客に対するおもてなし対応の強化のためのサポーター育成や本
市への興味・関心を高め、個人旅行・団体旅行客のリアルツアーの増加を目指したオンラ
インツアーを実施するもの
クルーズ客船の寄港再開に向け、寄港地観光造成や岸壁から観光地での受入体制、クルー
ズ客船誘致等を進め、安全安心な寄港地観光体制を構築していくもの

(1) クルーズ客船誘致促進事業

(2) 国直轄事業（クルーズ専用岸壁）

(3) 新港地区ふ頭用地整備事業

(4)
地域に根ざした質の高いインバウンドガイド育成事業／下関オンラインツアーtoリアルツアー事業
／ニューノーマルなクルーズ観光体制構築事業

R2 R3 R4 R5 R6

(1)～(3) クルーズ客船受入体制の充実・強化によるさらなる寄港数の増加

(4)
より質の高いおもてなしを実現することによる、インバウンド誘致への対応、
将来的なクルーズ客船の寄港地観光による地域経済の再活性化

事業費（百万円）

R2 - R4 R5 R6

5,130.9 56.3 72.5

クルーズ客船誘致

クルーズ専用岸壁整備事業（国直轄）

国際旅客船拠点形成港湾の運用開始

出会いの場婚活サポート事業補助金・成婚定住奨励金の交付

新港地区ふ頭用地整備事業

地域に根ざした質の高い

インバウンドガイド育成事業

オンラインツアー

用映像制作等
オンラインツアー等 モニターツアー

クルーズ受入環境整備事業

クルーズ観光魅力向上

地域連携を軸としたクルーズ誘致活動
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行程等

(4)

(5)

(2)

(3)

(1)

R2 R3 R4 R5 R6

No. 10 事業名 農業・水産業活性化事業

構成事業

(1)
市内産農林水産物の需要拡大や新たな販路開拓につなげるため、生産者を応援するサイト
の構築やＳＮＳを活用した販路開拓等応援セミナーの開催、量販店における直売コーナー
の設置などの対策により、経営体の成長を促進するもの

概要

(2) 就農円滑化対策事業（首都圏等相談会／あぐりチャレンジ推進事業／新規就農者受入体制整備事業）

(3) 遊休農地等再生対策モデル事業

(4) スマート農業実践加速化事業

(5) 水産物プロモーション事業

(2)
就農相談会への出展とともに、オンラインでの情報提供も可能な短期間の農業就業体験の
場の提供、新規就農に必要な施設や機械器具等の整備を支援するもの

(3)
農業者の減少・高齢化等により、耕作放棄による農地の荒廃が急速に拡大していることか
ら、遊休農地等の解消を図るため、新たに一定規模以上の遊休農地を借り受け、耕作を開
始する農業者等に対し、必要な経費を支援するもの

(4)

農業従事者の高齢化や担い手の減少、遊休農地の増加などの課題を解決するため、スマー
ト農機の導入に要する経費の一部を支援する。また、農業従事者にドローン免許の取得を
促すとともにその利活用を推進し、作業負担の軽減や作業時間の短縮を図り、新規就農者
の参入、遊休農地の解消を進めるもの

(5)
本市の水産物ブランドを中心としたデジタルパンフレット等を整備し、水産関係団体や企
業と連携した効果的なＰＲと消費拡大につながる取組を実施するもの

(1) 新たな生活様式に対応した販路開拓や需要拡大に意欲的に取り組む農林水産事業者の育成

(1) 農林水産事業者の新たな販路開拓支援事業

目的

(2) 新たな地域農業の担い手確保対策の推進と市内産地の維持・拡大

(3) 地域農業の担い手の確保と遊休農地の解消

(4)
農業生産活動の省力化等に資するスマート農機の導入支援やドローン免許取得の推進及び
その利活用を図るための普及啓発

(5) デジタル情報を活用した下関産水産物ブランドのＰＲと消費拡大

事業費（百万円）

R2 - R4 R5 R6

56.2 59.1 40.0

第２章 多彩な人が輝き、活力ある産業が振興するまち

≪方向性≫

■ 国内外を視野に入れた戦略的な産業振興の推進

■ 農林水産業の付加価値の向上、担い手の育成等

■ 戦略的かつ積極的な企業誘致、地元企業の内発展開の促進

■ 商店街活性化等による商業の振興 ■若者や高齢者等の就業機会の確保

農林水産業の振興、商工業の振興、就業支援策の強化
施

策

遊休農地等再生対策モデル事業

就農円滑化対策事業（首都圏等相談会／あぐりチャレンジ推進事業／新規就農者受入体制整備事業）

水産物プロモーション事業

生産者応援サイトの構築・運営

セミナー開催、直売コーナー設置等

スマート農業実践加速化事業
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概要

目的

行程等

No. 11

概要
農林作物に甚大な被害を与える有害鳥獣の捕獲と被害防止徹底のため、有害鳥獣の捕獲や侵入防
止柵の設置、地域ぐるみの鳥獣被害対策の支援、ジビエセンターの運用による捕獲者の負担軽減
など、総合的な有害鳥獣対策を実施するもの

目的 有害鳥獣による農林作物被害の軽減

行程等

R2 R3 R4 R5 R6

(4)

No. 12 事業名 有害鳥獣被害対策事業

事業費（百万円）

R2 - R4 R5 R6

136.6 62.5 62.5

(2)

(3)

(3)
冬季波浪及び台風時等の風浪等からの船舶の安全確保
風浪を原因とする漁港内への漂砂堆積の阻止及び漁場の回復

(4)
市管理漁港と県管理港湾の一体的な改修による、地域全体としての漁業の活性化及び新た
な担い手・後継者の確保

(1)

事業名 漁港等整備事業

構成事業

(1)
水産都市下関の中核施設である下関漁港（山口県管理の特定第３種漁港）の再編整備（機
能保全、高度衛生化等）に要する事業費の一部を負担するもの

事業費（百万円）

R2 - R4

(1) 下関漁港整備事業

(2) 下関漁港南風泊地区高度衛生管理整備事業

(3) 川棚漁港施設機能強化事業

(4) 魅力あふれるみなとづくり事業

R2 R3 R4 R5 R6

(2)
国策定の「特定漁港漁場整備事業計画（下関地区）」に基づき、下関漁港南風泊地区の高
度衛生管理型荷さばき所(卸売市場)の整備を行うもの

(3)
漁港区域の土砂堆積や荒廃が進んでいる漁港施設において、高潮や波浪に対する機能を確
保するための防波堤や物揚場等を整備するもの

(4)
地域再生計画（豊北の魅力あふれるみなとづくり計画）に基づき、市が管理する矢玉漁
港、和久漁港、島戸漁港の漁港施設用地の整備と、県が管理する港湾（角島港、特牛港）
における外郭施設や係留施設の改修を一体的に実施するもの

(1)
山口県管理の特定第３種漁港である下関漁港の再編整備・機能強化による本市水産業の再
生強化

(2) 安全安心な水産物の供給と地域ブランドの更なる強化による輸出も含めた販路拡大

R5 R6

781.0 2,592.2 2,362.7

高度衛生管理型

荷さばき所整備

漁港道路等関連施設整備

有害鳥獣被害対策事業

下関漁港南風泊地区高度衛生管理整備事業

防波堤新設・防波堤改良・物揚場嵩上漁港施設機能診断 実施設計

漁港施設用地の舗装

矢玉漁港

和久漁港

島戸漁港
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行程等

No. 14

目的

No. 13

目的 (1)(2)
捕鯨母船「日新丸」に代わる新たな母船の建造支援を図ることによる母港化に向けたア
ピール強化及び鯨肉の消費拡大の推進による鯨に関わる産業の振興

行程等
(1)

(2)

事業名 くじらの街下関推進事業

構成事業

概要

(1)

母船式捕鯨業の基地であり母港化を目指す本市において、鯨食習慣の定着及び鯨肉の消費
拡大を図るため、「くじら給食」１０万食の提供や官民一体となって設立した下関市鯨肉
消費拡大推進協議会が取り組む「下関くじら祭」などの開催等に対する支援を行い、「く
じらの街下関」を推進するもの

(2)
捕鯨母船の母港化に向けた取組の一環として、新たな捕鯨母船の本市での建造が円滑に推
進されるよう、その建造費の一部を支援するもの

(1) くじらの街下関推進事業

(2) 新たな捕鯨母船建造支援事業

事業費（百万円）

R2 - R4 R5 R6

125.1 109.2 109.7

(2)

(3)

事業名 森林経営管理事業

構成事業

概要

(1)
「森林経営管理法」に基づき、適正な経営や管理ができてない私有林（人工林）の整備が
図られるよう、森林経営管理制度（新たな森林経営管理システム）を構築し、森林の適切
な維持管理・経営を促進するもの

(2)
森林経営管理制度に伴う森林整備面積増加等への対策として、林業経営体等の新規林業就
業者の雇用促進を図るため、育成に必要となる労働安全衛生に資する装備や資格取得等に
係る費用を助成するもの

(3)
林業従事者の減少・高齢化や、森林経営管理制度の推進に伴う森林整備面積の増加等に対
応するため、森林整備に必要とされる技術の習得に向けた林業技術研修を計画的に実施
し、研修後のフォローアップを行い新たな林業の担い手を確保するもの

(1) 森林経営管理事業

R2 R3 R4 R5 R6

(2) 森林整備促進事業

(3) 林業担い手研修業務

R2 R3 R4 R5 R6

(1)
森林の保全と地域林業の振興
森林が有する水源の涵養、土砂災害防止などの多面的な機能の維持・増進

(2)(3)新規林業従事者の雇用の促進及び担い手の確保

(1)

事業費（百万円）

R2 - R4 R5 R6

47.3 30.8 31.0

森林整備促進事業

森林経営管理事業

林業担い手研修業務

くじらの街下関推進事業

新たな捕鯨母船建造支援事業
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概要

目的

No. 15

(4)

行程等 (2)

(3)

企業誘致による地域産業の振興と雇用の場の創出

(4)
若者に人気が高い事務系企業の新規立地を図ることによる、本市における産業振興及び雇
用の創出

(1)

事業名 企業成長戦略

構成事業

(1)
優れた技術・商品を有し、販路拡大を目指す中小企業や、本市の地域資源を活用して新商
品を開発する中小企業を対象に、入口から出口までの一貫した支援等を行うことで、本市
経済をリードする中核企業への育成を図るもの

(1) 立地企業成長モデル事業／地域資源活用促進事業

(2) 下関地域商社／海外販路開拓支援事業

(3) サテライトオフィス誘致事業／サテライトオフィス等環境整備事業

(4) オフィスビル建設促進補助事業

R2 R3 R4 R5 R6

(2)
海外事業展開を志向する市内中小企業に対し、市と連携した「産・官・学・金」の各主体
がノウハウを持ち寄った擬似的な貿易商社「下関地域商社」が、情報収集から貿易取引に
至るまでの支援を行うもの

(3)
首都圏や関西圏をはじめとする都市部のＩＣＴ企業をターゲットにサテライトオフィスの
誘致を行うとともに、新規立地企業が働きやすい環境を整えるため、オフィス環境等を整
備する改修費用の一部を支援するもの

(4)
中心市街地に都市型サービス産業のニーズに合った新たなオフィスビルを建設する事業者
に対して、オフィスビルの建設費用の一部を補助するもの

(1)
市内中小企業の新たな販路拡大による活力の創出
域内仕入の促進及び地場産業の活性化

(2)
海外での本市産品の認知度向上による、スムーズかつ効果的な海外への販路拡大
事業者の自立的な取り組みへの展開

(3)

事業費（百万円）

R2 - R4 R5 R6

86.3 139.0 100.0

立地企業成長モデル事業

地域資源活用促進事業

サテライトオフィス誘致事業／サテライトオフィス等環境整備事業

下関地域商社／海外販路開拓支援事業

オフィスビル建設促進補助金の交付オフィスビルの建設
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行程等

目的

(2)

(3)

(1) 創業者増加による新たな雇用の創出及び商店街の活性化

(2) 本市の活力の創出、経済の活性化

(3) 空き物件の解消による円滑な事業展開支援

(1)

R2 R3 R4 R5 R6

構成事業

概要

(1)
創業支援プログラムによる創業希望者の発掘・育成や、所有者と希望者のマッチングな
ど、「創業から開店まで」一貫した支援を行うワンストップ窓口を整備・運営するもの

(2)
社会・地域課題の解決と地域振興に資する事業を本市で立ち上げる起業家に対し、クラウ
ドファンディング型ふるさと納税を財源とした補助金を交付、起業支援を行うもの

(3)
空き店舗や空き家を賃借、所有又は管理し、自ら事業を行おうとする者に対し、家賃や店
舗改装費等の一部を補助するもの

(2) ふるさと起業家支援事業

(3) 空き物件活用ビジネス支援事業費補助金

(1) 創業トータルサポート業務

No. 16 事業名 スタートアップ支援事業

事業費（百万円）

R2 - R4 R5 R6

84.9 55.5 59.5

創業トータルサポート業務

創業支援型

地域活性化

事業／遊休

不動産マッ

チング支援

型地域活性

化事業

ふるさと起業家支援補助金の交付

空き物件活用ビジネス支援事業費補助金商店街等空き物件活用促進事業あきんど活性化

支援事業
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No. 17

(4)

行程等

(1)(2)

(3)

事業名 地元就職促進事業

構成事業

(1)
地元企業の魅力が体験できる機会等を提供するとともに、就活生と地元企業双方のニーズ
を踏まえた個別マッチングの実施、「しものせきjob netアプリ」による地元就職に関す
る情報発信等を行うもの

概要

(2) 就業機会創出事業

(3) 就職氷河期世代等支援事業

(4) 奨学金返還支援事業

R2 R3 R4 R5 R6

(2)
働く意欲のある高年齢者や再就職を希望する女性求職者等を対象に、ニーズに応じたマッ
チングの機会を提供するための合同就職面接会やセミナー等を開催するもの

(3)
就職氷河期世代を含む幅広い世代の活躍の場を広げるとともに、市内中小企業の人手不足
に対応するため、企業向けセミナーの開催や求職者向け研修プログラムの実施、就職説明
会を開催することにより、両者のマッチング支援を展開するもの

(4)
大学等に進学する際に奨学金の貸与を受け、卒業後に市内に居住し、かつ、認定された市
内の登録企業へ就職した新規学卒者を対象として、就職２年目から５年間、年額１２万円
を限度に最大６０万円の奨学金返還を支援するため、補助金を交付するもの

(1)
働くことの意味やビジョンの創造、地元就職に向けた下関への愛着や誇りの醸成
地元就職の促進による市内産業を担う労働力人口の確保

(2) 就業機会の創出による雇用の促進及び労働力の確保

(3) 就職氷河期世代を含む幅広い世代への就業機会の創出による雇用の促進及び労働力の確保

(1) しものせき未来創造jobフェア等開催事業／若者の地元就職支援事業

目的

(4) 奨学金返還の負担軽減による若者の地元就職促進及び市内中小企業の新卒採用支援

事業費（百万円）

R2 - R4 R5 R6

95.6 46.7 未定

しものせき未来創造jobフェア等開催事業／若者の地元就職支援事業／就業機会創出事業

就職氷河期世代等支援事業

制度の周知、制度利用希望者の募集・認定、登録企業の募集・認定

奨学金返還支援補助金の交付
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No. 19 事業名 フードイベント開催事業

概要
市内の飲食店が集まり、市内外の方に本市の鮮度抜群の魚・肉・野菜・果物など「下関の食
(材)」を堪能していただく「しものせき海響グルメフェス」を開催するもの

事業費（百万円）

R2 - R4 R5 R6

17.4 8.0 8.0

目的 (1)(2)
下関の顔である下関駅前の魅力向上と幅広い年齢層の来訪の促進による、継続的なにぎわ
いの創出及び文化芸術の振興

行程等
(1)

(2)

構成事業

概要

(1)
エキマチ広場周辺の公共空間やオープンスペース及び民間商業施設等において、様々な団
体と協働で多彩なイベントを開催するもの

(2)
「エキマチ広場周辺にぎわい創出イベント事業」において、芸術や文化部門のイベントを
開催することで、文化芸術の振興とともに、新たな客層の創出・誘引を図り、継続的なに
ぎわいの創出につなげるもの

No. 18 事業名
エキマチ広場周辺にぎわい創出

イベント企画運営業務

事業費（百万円）

R2 - R4 R5 R6

23.1 7.4 7.4

R2 R3 R4 R5 R6

目的 「食のまち下関」のＰＲによる交流人口の拡大及び飲食業界をはじめとした地域経済の活性化

行程等

(1) エキマチ広場周辺にぎわい創出イベント企画運営業務

(2) エキマチ広場周辺にぎわい創出イベント企画運営業務（文化芸術版）

R2 R3 R4 R5 R6

エキマチ広場周辺にぎわい創出イベント企画運営業務

エキマチ広場周辺にぎわい創出イベント企画運営業務

（文化芸術版）

「しものせき海響グルメフェス」開催
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構成事業

概要

No. 20 事業名 子ども・子育て支援充実・強化事業

(1)
児童に適切な遊びと生活の場を提供し健全育成を図る放課後児童クラブを利用する児童数
増加に対応するため、余裕教室の確保や専用教室の新設等を計画的に進めるもの

(2)
保護者の都合等により一時的に子どもを預かる子育て短期支援事業に、既存の国制度と並
行して利用要件を緩和したメニューを追加することで、日中、夜間、宿泊のどの時間帯で
も利用を希望する保護者のニーズに応えられるようにするもの

(3)
安全安心に出産等できる環境づくりの一環として、専門研修を受けた認定タクシードライ
バーが、妊産婦の自宅から病院までスピーディーに移送する事業者の取組みに対し、支援
を行うもの

(4)
下関市立就学前施設の整備基本計画に基づいた施設整備事業を継続的に行うとともに、社
会福祉法人等が設置する認定こども園及び保育園の施設整備の一部を補助することによ
り、保育の受け皿拡大を図るもの

(5)
保育士・幼稚園教諭資格の新規取得者を確保し、待機児童解消を図るため、大学・短大等
の養成機関を卒業し、市内の私立の認可保育所・こども園・幼稚園に常勤保育士・幼稚園
教諭として新たに就職する者に対して、就労支援金を交付するもの

(6)
子どもの養育等に不安を抱え支援等が必要な状態にも関わらず、行政機関や地域の支援に
繋がらず継続的な関わりが必要な家庭に対し、家庭訪問等を通じた育児支援のための用品
配布を行うことで養育等の支援を受け入れやすくするもの

(7)

(6) 子育て支援訪問強化事業

(7) 子ども医療費助成

(8) 学校給食費支援事業

(9) 教育版新地域ポータルサイト構築事業

子どもを養育している保護者が安心して子育てできるように、平成２８年１０月から小中
学生に対し医療保険適用の自己負担分の３分の１を助成しているが、令和５年１０月から
制度を拡充し、小中学生に対する医療費の助成を引き上げ、医療保険適用の自己負担分に
ついて全額助成を実施する。加えて、高校生等に対する医療費の助成を開始し、入院に係
る医療保険適用の自己負担分について全額助成を実施するもの

(8)
物価高騰等の影響を受けている市立小・中学校の給食費の半額以上を市が支援し、保護者
負担の大幅な軽減を図るもの

(9)
令和２年度に策定した「スマートシティ基本設計」に基づき、教育分野にかかる地域ポー
タルサイトを構築し、スマートシティの実現を目指すもの

(1) 放課後児童クラブ整備事業

(2) 新ショート・トワイライトステイ事業

(3) 子育てタクシー普及支援事業

(4) 子ども・子育て施設整備事業／私立保育所等施設整備費補助金

(5) 私立保育所等新卒保育士就労支援金

事業費（百万円）

R2 - R4 R5 R6

1,042.5 1,285.9 1,029.7

第３章 みんながともに学び、ともに楽しむ、人を育てるまち

≪方向性≫

■ すべての子どもが健やかに成長する社会環境の整備

■ 妊娠・出産期からの切れ目のない総合的な子ども・子育て支援の推進

■ 質の高い教育環境の整備 ■ 「地域とともにある学校」を目指した取り組みの推進

■ 生涯学習機会の充実

子ども・子育て支援の充実、一人ひとりの生き抜く力の育成、学校の教育力の向上、

社会全体の教育力の向上、生涯を通じた学ぶ機会の提供、人権教育・啓発活動の充実、

男女共同参画の推進

施

策
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目的

行程等

No. 22 事業名
不登校児童生徒教育支援教室

運営事業

概要
関西小学校内に設置している教育支援教室に加え、用途廃止した「旧勝山老人憩の家」を教育支
援教室（あきね）に転用し、増加傾向にある不登校児童生徒の教育機会の確保に努めるもの

事業費（百万円）

R2 - R4 R5 R6

73.2 30.4 30.4

No. 21 事業名 特別支援教育推進事業

概要
小・中学校の特別支援学級在籍児童生徒数の現状を踏まえ、一人ひとりの教育的ニーズに応じた
適切な指導・支援を充実させ、きめ細かな教育を推進するため、小・中学校に配置する特別支援
教育支援員を増員配置し、特別支援教育の充実を図るもの

(8)

(9)

(6)

(7)

(4)

(5)

(2)

(3)

(8) 物価高騰等の影響を受けている子育て世帯の生活支援

(9) 高質で持続可能な市民生活環境の整備

(1)

安全安心に出産できる環境づくり、子育て環境の充実

(4) 認定こども園の設置促進、待機児童の解消

(5) 保育士不足による待機児童発生の防止

(6) 行政機関等による支援の受入環境の整備

(7) 子育て家庭への経済的負担の緩和

R2 R3 R4 R5 R6

目的 ひきこもり化の未然防止

行程等

R2 R3 R4 R5 R6

目的 障害のある児童生徒の就学支援体制の確立

行程等

事業費（百万円）

R2 - R4 R5 R6

389.4 130.2 130.2

R2 R3 R4 R5 R6

(1) 待機児童の解消及び保育環境の改善

(2)
子育てのストレス軽減及び女性の社会進出への貢献
安心して子育てができる環境の整備

(3)

私立保育所等施設整備費補助金の交付

放課後児童クラブ整備事業

子ども・子育て施設整備事業

特別支援教育推進事業

教育支援教室「かんせい」の運営（関西小学校内）

教育支援教室「あきね」の拡充・運営（旧勝山老人憩の家）

新卒保育士就労支援金の交付

子育て支援訪問強化事業

新ショート・トワイライトステイ事業

新地域ポータルサイトの運用
ポータルサイトの構

築、データ移行等

子ども医療費助成（小中学生：医療費の1/3助成）
子ども医療費助成（小中学生：医療費の全額助

成、高校生等：入院医療費の全額助成）

子育てタクシー普及支援事業

学校給食費支援事業
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行程等

概要

老朽化が進む南部学校給食共同調理場を建替えるとともに、自校式の学校を受配校として再編
（集約化）することで給食施設の改善を図るとともに、民設民営方式を採用することで民間が持
つノウハウを最大限生かし、食物アレルギーへの対応のほか、現行の衛生基準に沿った衛生的で
安全な学校給食の提供を目指すもの。上記受配校以外の自校式給食室及び共同調理場の再編整備
の検討を進める

No. 24 事業名 学校給食施設再編整備事業

事業費（百万円）

R2 - R4 R5 R6

62.0 786.6

目的

(1) Society5.0時代を生きる児童生徒に求められる情報活用能力等の育成

(2) ＩＣＴに関するサポート体制の確立による児童生徒の公平な授業機会の確保

(3) ＩＣＴを活用した教育の推進

(1)

No. 23 事業名 ＧＩＧＡスクール構想推進事業

構成事業

概要

(1)

「ＧＩＧＡスクール構想」及び教育のＩＣＴ化に向けた環境整備５カ年計画における目標
水準の達成に向け、児童生徒と指導者に１人１台タブレット端末と各普通教室への大型提
示装置等を整備するとともに、効果的な活用のため、教員向けの研修及びデジタル教材を
整備するもの

(2)
ＩＣＴ活用教育をより一層推進するため、教職員のＩＣＴ活用に関する実践的な指導能力
の向上を目指した研修支援の充実を図るとともに、学校におけるＩＣＴ環境の整備を進
め、利活用に向けた支援体制の充実を図るもの

(3)
授業目的公衆送信補償金規程に則り授業活用対象者の補償金を補助することにより、イン
ターネットを介した画像や図、教科書の挿絵といった著作物を提供する授業を可能とする
もの

(1) ＧＩＧＡスクール構想推進事業

R2 R3 R4 R5 R6

目的
給食室の集約（受配校化）による効率化、大量調理施設衛生管理マニュアルに沿った機能の整
備、食物アレルギーに対応できる調理場機能の整備、安全安心な学校給食の確保

行程等

(2) ＧＩＧＡスクール運営支援センター整備事業

(3) 授業目的公衆送信補償金補助事業

R2 R3 R4 R5 R6

(2)

(3)

事業費（百万円）

R2 - R4 R5 R6

1,385.9 60.4 60.4

ＩＣＴ活用サポート業務

補償金制度によるＩＣＴ教育の推進

端末等

整備
ＩＣＴを活用した授業の実践

事業者選定・契約締結等 学校給食施設の再編整備 給食提供開始

ＧＩＧＡスクール運営支援センターの整備

学校給食施設の

劣化状況調査
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概要

目的

行程等

(4)

(5)

(2)

(3)

(2) 「新しい生活様式」も踏まえた、健やかな学校生活を送ることができる環境の整備

(3) 継続的な学びの場の保障及び教育的観点による、よりよい教育環境の実現

(4) 学校建物の耐震性能の確保による地震防災対策の促進

(5)
児童及び生徒の熱中症予防など健康面への配慮、児童及び生徒が意欲をもって学べる学習
環境の改善

(1)

R2 R3 R4 R5 R6

No. 25 事業名 学校教育環境整備推進事業

構成事業

(1)
小・中学校の老朽化した校舎等の施設の計画的な長寿命化を実施し、適切な施設環境・生
活環境・教育環境を提供するために必要となる機能や性能を引き上げるための改修を行う
もの

(2) 学校トイレ快適化事業

(3) 蓋井中学校施設整備事業

(4) 菊川中学校体育館建替事業

(5) 小・中学校特別教室エアコン設置事業

(2)
学校トイレの老朽化による５Ｋ（暗い、汚い、臭い、怖い、壊れている）により、トイレ
を我慢することによる体調不良などが問題となっていることから、期間を要する長寿命化
改良に先行してトイレの大規模改修を行うもの

(3)
蓋井島における学校教育の機会均等を確保し、継続的な学びの場を保障する教育的観点に
より、島内に中学校を開校することとなったことから、現在の蓋井小学校の既存校舎の改
修及び教職員住宅を新築（リース）して整備を行うもの

(4)
耐震性が確保されていない菊川中学校体育館について、長寿命化の事業費も勘案すると耐
震補強工事よりも新築建替のトータルコストが安価となることから、同体育館の建替工事
を実施するもの

(5) 小・中学校の特別教室にエアコンの設置を行うもの

(1)
学校施設に求められる機能や性能及び児童・生徒の安全・安心の確保
中長期的な維持管理等に係るコストの縮減

(1) 長寿命化事業（大規模改修）

事業費（百万円）

R2 - R4 R5 R6

781.6 796.3 1,482.8

校舎改修・教職員

住宅整備

調査・設計等

長寿命化工事／予防改修工事

トイレの洋式化・乾式化／床の段差解消／内装改修

調査設計 建替工事 解体工事

調査設計等 入札・設置工事

調査設計等

- 21 -



目的
市立大学で養成した人材の地元就職による地域経済の活性化
少子化に伴う大学間競争の克服

行程等

No. 26 事業名 下関市立大学総合大学化推進業務

概要
下関市立大学に新たに「データサイエンス学部（仮称）」と「看護学部（仮称）」の２つの新学
部を設置することについての検討を進め、新学部設置の方針を決定するとともに学部新設の準備
及び新たな学部棟の整備を進め、下関市立大学の総合大学化を推進するもの

R2 R3 R4 R5 R6

事業費（百万円）

R2 - R4 R5 R6

188.9 1,923.0 2,295.1

協議・調査検討等

方針決定

学部新設準備等 入試

新学部棟整備事業

データサイエン

ス学部（仮称）

スタート
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No. 28 事業名 次期最終処分場整備事業

概要
最終処分場である吉母管理場の延命化のため、埋立高の嵩上げに向けた必要な整備を行うととも
に、その搬入路となる市道吉母・御崎線の整備を行うもの

事業費（百万円）

R2 - R4 R5 R6

62.9 56.0 62.0

目的
(1) 家庭用創エネ・省エネ・蓄エネ機器の普及啓発

(2) 地域全体で合意のとれた再エネ導入目標の策定及び脱炭素に関する取組の加速化

行程等 (1)

(2)

No. 27 事業名 ゼロカーボンシティしものせき推進業務

構成事業

概要

(1)
交付対象機器のエネファーム、蓄電システム、ＨＥＭＳ、Ｖ２Ｈを設置した市民に対して
補助を行い、省エネルギー型機器の導入を促進する

(2)
2050年脱炭素社会の実現を見据えた将来ビジョンや脱炭素シナリオを作成し、再生可能エ
ネルギーの導入目標を策定するとともに、国が募集する脱炭素先行地域へ選定されること
を目指す

R2 R3 R4 R5 R6

目的
安定的な廃棄物処理とライフサイクルコストの低減
搬入路の整備による継続的な円滑利用

行程等

(1) スマートハウス普及促進補助金

(2) 地域再エネ導入目標・脱炭素先行地域計画策定事業

R2 R3 R4 R5 R6

事業費（百万円）

R2 - R4 R5 R6

21.2 38.0 10.0

第４章 美しく潤いのある自然やまちなみと人が共生するまち

≪方向性≫

■ 自然や景観の適切な保全と活用 ■ 低炭素社会・循環型社会の構築

■ 環境教育、環境学習の推進 ■ 快適な環境の保全・整備

■ 地域と調和した景観、豊かな住環境の形成

自然環境の保全、良好な景観の形成、廃棄物処理の推進、住環境の整備
施

策

計画・設計等

搬入路整備

嵩上整備
計画・設計等

スマートハウス普及促進補助金の交付

計画策定・脱炭素先行地域への応募
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No. 30 事業名 公営住宅等エレベーター設置事業

概要
下関市公営住宅等長寿命化計画に基づき、公営住宅の居住の円滑化を図るため、既存の住棟にエ
レベーターを設置するもの

事業費（百万円）

R2 - R4 R5 R6

263.6 10.0 169.8

目的 (1)(2)
廃棄物処理施設の延命化による安定的な廃棄物処理とライフサイクルコスト(ＬＣＣ)の低
減

行程等
(1)

(2)

No. 29 事業名 基幹的設備改良事業

構成事業

概要 (1)(2)
老朽化が進む既存の廃棄物処理施設を有効利用し、施設機能の性能水準を保つ効果的な基
幹的設備・機械の更新整備を行うもの

R2 R3 R4 R5 R6

目的 公営住宅の居住環境の改善及び入居率の向上

行程等

(1) 基幹的設備改良事業（リサイクルプラザ）

(2) 基幹的設備改良事業（奥山工場180ｔ炉）

R2 R3 R4 R5 R6

事業費（百万円）

R2 - R4 R5 R6

666.6 2,015.1 未定

計画・

設計等
基幹的設備改良（リサイクルプラザ）

計画・設計等
基幹的設備改良
（奥山工場180t炉）

調査・設計等

エレベーター設置

（長府前八幡）
エレベーター設置

（白雲台住宅）

調査・設計等

エレベーター設置

（彦島迫町里）
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概要
過去に浸水被害が発生した区域や浸水想定区域において、住宅等の浸水被害を防止するための浸
水対策費用の一部を助成するもの。

目的 住宅等への浸水被害の防止又は軽減による安全・安心な居住環境の実現

行程等
R2 R3 R4 R5

(4)

No. 32 事業名 住宅浸水対策助成事業

行程等

(2)

(3)

目的 (1)～(4) 効果的かつ効率的な建替事業の推進による団地の再生

(1)

R2 R3 R4 R5 R6

No. 31 事業名 公営住宅等集約建替事業

構成事業

概要

(1)(2)

老朽化が進行し、安全性やバリアフリー性に問題を抱えた白雲台団地において、ＰＦＩ手
法による建替事業を行うもの
１期：Ｒ１棟～Ｒ３棟、２期：Ｒ４棟～Ｒ６棟及びＲ９棟

(3) 老朽化の著しい下関駅周辺地区に位置する市営住宅等の集約と建替事業を行うもの

(4)
山陽エリア（長府地区）の拠点に位置付けている長府前八幡（１）団地において、近隣団
地の集約と建替事業を行うもの

(1) 白雲台団地公営住宅等整備事業（１期）

(2) 白雲台団地公営住宅等整備事業（２期）

(3) 下関駅周辺地区市営住宅等団地再生業務

(4) 長府前八幡（１）団地 団地再生業務

R6

事業費（百万円）

R2 - R4 R5 R6

0.8 1.8 1.5

事業費（百万円）

R2 - R4 R5 R6

1,823.3 302.5 567.8

調査・

設計等

建替事業（１期）実施

本移転

建替事業（２期）実施

ＰＦＩアドバイザリー業務

事業契約

締結

下関駅周辺地区市営住宅等

団地再生業務

長府前八幡（１）団地団地再生業務

ＰＦＩアドバイザリー業務

事業契約

締結

ＰＦＩ導入可能性

調査業務

ＰＦＩ導入可能性

調査業務

ＰＦＩアドバイザ

リー業務

住宅等浸水対策助成金の交付
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構成事業

概要

No. 33 事業名 都市の再生促進事業

(1)
大規模な延焼火災が発生し得る密集市街地として決定した重点整備地区内において、土地
及び建築物の寄附を受けるとともに、寄附を受けた老朽建築物の除却及び防災空地の整備
を行うもの

(2)
公共交通機関や商業機能などが集積する利便性の高い地区でありながら、老朽建築物等が
密集し、地区内の都市計画道路も未整備である入江町周辺地区において、公共施設の整備
改善と良好な住環境の形成を図るため土地区画整理事業の検討を行うもの

(3)
老朽建築物等が密集し、住環境の改善が必要な地区である中心市街地北側斜面地（日和山
公園周辺地区）において、地区住民と協働で策定した「まちづくりの基本構想」を具現化
するための事業手法の検討を行い、地区住民と合意が図れた施設整備を進めるもの

(4)
持続可能な都市空間づくりに向けてコンパクトなまちづくりを進めるため、下関市立地適
正化計画における居住誘導区域内において、狭隘道路の解消や老朽建築物の解体等の良好
な住環境を確保する宅地開発事業を行う民間事業者に対し、補助金を交付するもの

(5)
持続可能な都市づくりを目指すため、交通利便性の高い居住誘導区域で建物の更新が困難
な狭隘道路を拡幅するための費用を補助するもの

(6)

下関市立地適正化計画に定める都市機能誘導区域の下関駅周辺に位置し、交通条件に恵ま
れ商業施設や業務施設等の都市機能が集積する本市の中心市街地である竹崎町四丁目地区
と細江町三丁目地区において、人口の空洞化によるにぎわいの衰退、既存建築物の老朽化
等、都市機能の更新が課題であることから、民間事業者に対し、優良建築物等整備に係る
補助金を交付するもの

(6) 優良建築物等整備事業（竹崎町四丁目地区／細江町三丁目地区）

(7) 下関駅周辺横断歩道設置に伴う調査設計業務

(7)
下関駅周辺の交差点への横断歩道設置を検討するにあたり、交通量調査、交通混雑予測及
び配置計画案の作成等を実施するもの

(1) 密集市街地環境整備事業

(2) 入江町周辺地区土地区画整理事業検討業務

(3) 日和山公園周辺地区市街地整備事業

(4) まちなか再生宅地開発補助事業

(5) 居住誘導推進事業

事業費（百万円）

R2 - R4 R5 R6

176.4 221.8 541.6

第５章 効率的で活動しやすい都市機能を備えるまち

≪方向性≫

■ 利便性の高い都市機能の強化 ■ 都市機能の効率的な配置や集中の促進

■ 適正な役割分担と連携による持続可能なまちづくり

■ 都市の利便性を高める道路や港湾機能の強化 ■総合的で持続可能な交通体系の構築

市街地の整備、公共交通の整備、道路の整備、公園・緑地の整備、

情報・通信環境の整備、港湾の振興

施

策
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目的

行程等

(7)

(5)

(6)

(3)

(4)

(1)

(2)

R2 R3 R4 R5 R6

(1) 重点整備地区内における防災性の向上と良好な住環境の形成

(2)(3) 中心市街地における住環境の改善及び良好な市街地形成の促進による魅力の向上

(4)
良好な住宅用地の供給及び優良な公共施設の整備による、既成市街地における定住化の促
進及び人口流出の抑制

(5) 「下関市都市計画マスタープラン」や立地適正化計画に基づく居住誘導推進

(6)
良好な住宅用地の供給及び優良な公共施設の整備による、既成市街地における定住化の促
進及び人口流出の抑制

(7) 回遊性向上による下関駅前のにぎわい創出や活性化

寄附採納物件の審査・寄附採納予定地の調査

土地区画整理事業の検討・都市計画道路等の調査

地元アン

ケート・説

明会等 地区内公共施設等の整備

竹崎町四丁目地区優良建築物等整備事業

老朽建築物の除却・防災空地の整備

地区内公共施設の調査・設計等

まちなか再生宅地開発補助金

横断歩道設置に伴

う調査設計業務

細江町三丁目地区優

良建築物等整備事業

居住誘導推進事業

公安委員会等

検討

工事実施計画

作成

工事実施

供用開始
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行程等

(3)

(1)

(2)

No. 35 事業名 まちなかウォーカブル推進事業

構成事業 (2) 歩道照明整備事業（竹崎・園田線）

(3) オーヴィジョン海峡ゆめ広場再整備事業

構成事業

概要 (1)(2)

「下関市地域公共交通再編実施計画」に基づき、路線や利用状況に応じたバスの小型化な
ど、事業者のバス利用環境を促進する取組に対し支援を行うとともに、新型コロナウィル
ス感染症の影響により利用者の行動・意識に大きく変化が生じたため、ＩＣカードのデー
タ解析等を活用して、将来的に持続可能な公共交通体系の計画を再構築するもの

目的 (1)(2) 持続可能な公共交通の確保

(1) 持続可能な公共交通構築業務

(2) バス利用環境整備促進事業費補助金

No. 34 事業名 公共交通環境整備推進事業

事業費（百万円）

R2 - R4 R5 R6

46.4 42.0

R2 R3 R4 R5 R6

(1) まちなかウォーカブル推進事業

概要

(1)(2)

「歩いて楽しめるエリア」として中心市街地の賑わいをさらに高めるため、豊前田通りか
らウォーターフロント開発地区周辺地域、唐戸地区を結ぶルートにおける道路の幅員構成
の見直し、車道の美装化、歩道の高質化、歩道照明等の整備、官民連携による道路や広場
の利用方法の構築を行うもの

(3)
本市中心市街地に位置し、下関駅・コンベンションセンター等の都市機能に隣接するオー
ヴィジョン海峡ゆめ広場の芝生化を含めた再整備を行うもの

目的
(1)(2) 中心市街地における歩行者の安全確保と観光客の回遊性向上

(3)
新しい生活様式の定着に向けた、中心市街地における魅力的な屋外空間の整備、賑わいの
創出

(2)

事業費（百万円）

R2 - R4 R5 R6

64.6 240.3 321.2

R2 R3 R4 R5 R6

行程等
(1)

整備計画策定

オーヴィジョン海峡ゆめ広場再整備事業

実施設計

持続可能な公共交通構築業務

バス利用環境整備促進事業費補助金

歩道照明の設置

車道改良・歩道改良・歩道照明設置等
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目的
(1) 地域経済の活性化及び新たな雇用の創出

(2) 産業振興用地への進出企業のさらなる立地環境の向上

行程等
(1)

No. 38 事業名 新港地区（長州出島）利活用促進業務

構成事業

概要

(1)
本市の新たな物流・産業拠点の形成を目指し、民間企業と連携し、新港地区（長州出島）
産業振興用地の早期売却を進めるとともに、効果的なインセンティブによる新規航路誘致
や集貨拡大に向けた利活用の促進を図るもの

(2)
外海に面する護岸背後の緩衝緑地に防風施設（フェンス）を設置し、強風・波浪時におけ
る越波・飛沫からの防止機能を高め、産業振興用地への進出企業のさらなる立地環境向上
を図るもの

(2) 緑地の防風・防潮機能向上事業

(1) 新港地区（長州出島）利活用促進業務

No. 37 事業名 高度無線環境整備推進事業

概要
光回線によるインターネット環境が整備されていない地域に対して、電気通信事業者が民設民営
方式で伝送路設備等の整備を行う場合、その事業者に対して、事業費の一部を補助するもの

事業費（百万円）

R2 - R4 R5 R6

1,060.9 310.3 0.0

概要
本市のスポーツ・レクリエーション需要に対応した中核的な総合公園を目指すため、現在山陽地
区で不足している運動施設の充実を図るもの

目的
スポーツ・レクリエーション施設の整備によるさらなるスポーツの振興
市民への休息、観賞、散歩、遊戯、運動等総合的な利用の場の提供

行程等

No. 36 事業名 乃木浜総合公園整備事業

事業費（百万円）

R2 - R4 R5 R6

599.8 339.1 344.4

R2 R3 R4 R5 R6

(2)

事業費（百万円）

R2 - R4 R5 R6

124.0 150.8 150.8

R2 R3 R4 R5 R6

目的 地域間の通信基盤格差の是正

行程等

R2 R3 R4 R5 R6

グラウンド・ゴルフ場等

野球場、園路広場等

豊北地区の一部

内日・菊川・豊田・豊浦・豊北

新港地区（長州出島）産業振興用地の早期売却の推進

（成功報酬型土地売却仲介業務委託・下関港長州出島利用促進補助金）

緑地の防風・防潮機能向上事業

第３多目的グラウンド、ストリート・スポーツ広場

豊田地区の未整備地区

王喜、吉田、吉見、吉

母地区の未整備地区
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目的
(1)

国際拠点港湾である下関港の物流機能の拡大による国際競争力の強化
大規模地震対策
地域経済の活性化及び雇用の創出

(2) 藻場造成による二酸化炭素吸収量の増加及び豊かな漁場の再形成

行程等

No. 39 事業名 本港地区等港湾施設再編事業

構成事業

概要
(1)

本港地区の港湾エリア一体化と点在する物流機能の移転・集約を行うとともに、大規模災
害時における緊急物資輸送や基幹航路の持続性維持を図るため、国直轄事業により耐震強
化岸壁の整備を行うもの

(2) 福浦地区において浚渫土砂を有効活用した人工的な藻場を整備するもの

(2) 藻場造成事業（福浦地区）

(1) 本港地区港湾施設再編事業

(2)

R2 R3 R4 R5 R6

(1)

事業費（百万円）

R2 - R4 R5 R6

155.9 672.0 251.0

保安施設整備（フェンス・ゲート・監視カメラ等）
細江ふ頭

保安規程

改訂等

岸壁改良（国直轄）

ふ頭用地整備

藻場造成事業（福浦地区）
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行程等

(3)

(1)

(2)

No. 40 事業名 生活安全確保強化事業

構成事業

概要

(1)
子どもや高齢者、女性等を狙った犯罪の抑止のために、市内の通学路等の道路上等を撮影
する防犯カメラを設置する自治会等の地域団体に対し、設置費用の一部を助成するもの

(2)
「しもまちアプリ」の追加機能として、市民と協働で課題・問題の解決を図るため、市民
が発見した道路の不具合を、スマートフォンやタブレットを利用して手軽にいつでも正確
に通報することができる道路維持管理システムを構築するもの

(3)

119番通報の受報から消防署所への出動指令等を迅速的確に行う高機能消防指令センター
システム（消防救急デジタル無線含む）について、機器の耐用年数及びシステム高度化へ
の対応のため更新整備を行うとともに、新たに長門市を加えた３市（下関市・美祢市・長
門市）での共同運用を行うもの

(2) しもまちアプリを活用した道路維持管理システム改修事業

(3) 高機能消防指令センターシステム整備事業

目的

R2 R3 R4 R5 R6

(1) 地域の自主的な防犯活動の補完による、犯罪の起こりにくい安全なまちづくりの推進

(2) 道路の不具合への対応の迅速化による、より一層の市民の安全・安心の確保

(3) 24時間365日運用を停止することのできないシステムの機能維持

(1) 防犯カメラ設置事業費補助金

事業費（百万円）

R2 - R4 R5 R6

4.8 20.3 未定

第６章 誰もが安全で安心して暮らせるまち

≪方向性≫

■ ハード・ソフトを組み合わせた防災・減災対策 ■ 地域コミュニティの防災力の向上

■ 身近な生活安全の確保 ■ インフラ機能の適正化、長寿命化

■ ライフラインの耐震化、更新・整備

生活安全の推進、公衆衛生の充実、道路・橋梁等老朽化対策の推進、上水道の整備、

下水道等の整備、河川・海岸環境の整備

施

策

防犯カメラ設置事業費補助金の交付

運用
道路維持管理シ

ステムの構築

高機能消防指令センターシステム整備事業
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No. 42 事業名 長府浄水場更新事業

概要
市内最大の浄水場である長府浄水場について、築後７０年以上が経過し、施設の老朽化が顕著
に表れているため、安定供給のための施設能力向上と併せ、事故や災害に強い施設とするため
に、ＤＢＯ方式により更新事業を行うもの

事業費（百万円）

R2 - R4 R5 R6

146.8 255.7 1,461.6

概要
日本セレモニーウォーク（下関駅前人工地盤）の老朽化対策に取り組むとともに、耐用年数を
迎えた昇降機についても改修し、既設昇降機の老朽化問題の解消やバリアフリー化の促進を早
期に図るもの

目的 下関駅周辺の安全・安心な道路交通環境の確保及び賑わいの創出

行程等

No. 41 事業名 人工地盤改修事業

事業費（百万円）

R2 - R4 R5 R6

436.3 453.4 423.2

R2 R3 R4 R5 R6

目的
安全で安定し安心できるライフラインとして、より質の高いサービスの提供
将来に向けて持続可能な水道システムの構築

行程等

R2 R3 R4 R5 R6

エスカレーター

改修設計

昇降機改修

エスカレーター

改修

本体改修工事

長府浄水場更新事業に係る公民連携支援業務

長府浄水場更新事業

（設計業務、既存施設撤去工事、土木・建築工事）
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(6)

概要

目的

行程等

(4)

(5)

(2)

(3)

(1) 災害の発生予防・拡大防止を目的とした防災インフラの整備

(2)(3) ハザードマップの作成・周知による災害時の避難や防災学習等への活用

(4) 早急に対策が必要な河川の浚渫による通水機能の確保

(5)(6)
海岸背後地域における生命、財産、公共・公益施設、民間企業等の越波・越流による浸水
からの保護

(1)

R2 R3 R4 R5 R6

(2)
平成２７年の水防法改正により、山口県が行う想定し得る最大規模の降雨を前提とした洪
水浸水想定区域の指定に基づき、洪水ハザードマップの更新を行うとともに河川の周辺住
民等に周知を図るもの

(3)
平成２７年の水防法改正により、山口県が新たに指定した高潮浸水想定区域に基づき、高
潮ハザードマップの更新を行うとともに地域住民等に周知を図るもの

(4)
市民等の安全・安心を脅かすとともに、社会経済活動にも甚大な影響を及ぼしかねない河
道内土砂堆積の進行等による流下断面の阻害を抑制するため、緊急的に河川等の浚渫を実
施するもの

(5)
過去たびたび高潮による家屋及び事務所の浸水等の被害を受けてきた長府・壇之浦地区及
び山陽地区において、地域の住民や企業の生命・財産などを守るために、国直轄による海
岸保全機能を高める海岸護岸の整備を推進するもの

(6)
過去に高潮被害を受けた王喜地区から王司地区において海岸保全施設（堤防）の嵩上げ等
の整備を行うもの

No. 43 事業名 国土強靭化推進事業

構成事業

(1)
国の「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」に基づき、緊急自然災害防止
対策事業計画を策定し、防災インフラの整備を推進するもの

(6) 高潮対策事業

(5) 国直轄事業（海岸）

(1) 緊急自然災害防止対策事業（道路防災・河川改修）

(2) 洪水ハザードマップ作成業務

(3) 高潮ハザードマップ作成業務

(4) 緊急浚渫推進事業

事業費（百万円）

R2 - R4 R5 R6

3,896.2 1,798.9 1,354.2

道路防災（彦島迫町２０号線ほか）

高潮対策事業（王司地区）

海岸保全施設整備事業（国直轄）

洪水ハザードマップの更新・周知

綾羅木川

ほか４河川 神田川ほか２河川

高潮ハザードマップの更新・周知

瀬戸内海側沿岸

緊急浚渫推進事業（計画河川数：６３河川）

河川改修（準用河川稗田川ほか）
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No. 45 事業名 地域包括支援センター運営業務

概要
高齢者の総合相談窓口として平成27年度に再編整備した地域包括支援センターについて、高齢化
の進行による相談件数の増加に加え、認知症高齢者への対応や8050問題に代表される複合的な課
題等に対応するため、運営体制の見直しによりさらなる体制強化を図るもの

No. 44 事業名 成年後見制度利用促進事業

概要
国の成年後見制度利用促進基本計画に基づき、必要とする人が適正に成年後見制度を利用できる
よう、利用促進に向けた体制整備を行うもの

事業費（百万円）

R2 - R4 R5 R6

10.2 4.1 4.2

R2 R3 R4 R5 R6

目的 高齢者が住み慣れた地域で、自分らしい暮らしを人生の最後まで続けることができる環境づくり

行程等

R2 R3 R4 R5 R6

目的
福祉サービスの利用や意思決定を支援する仕組みの充実による、市民が健やかに安心して暮らせ
る環境づくり

行程等

事業費（百万円）

R2 - R4 R5 R6

996.1 348.8 412.6

第７章 人と人とが支え合う誰もが健やかで笑顔があふれるまち

保健・医療の充実、地域福祉の充実、高齢者福祉の充実、障害者福祉の充実、

低所得者福祉の充実

施

策

≪方向性≫

■ すべての市民が生きがいを持って健やかに暮らせる地域社会の構築

■ 自助・共助・公助による福祉サービスの充実 ■ 地域包括ケアシステムの構築

■ 生きる力を育む保健事業の推進

■ 救急医療体制を核とした地域医療の充実

協議会の設置・運営

市町村計画の策定

中核機関の設置・運営等

地域包括支援センターの運営
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(3)

目的

(1) 介護施設の整備促進による介護サービスの充実

(2) 市外からの就職促進及び新規就労者の確保による介護人材の確保

(3) 建替えによるセンター機能の充実及び利用者の利便性向上

(1)

行程等

R2 R3 R4 R5 R6

(2)

No. 46 事業名 社会福祉施設等環境整備促進事業

構成事業

概要

(1)
高齢者が介護を必要とする状態になっても、可能な限り住み慣れた地域において、その能
力に応じて自立した日常生活を営むことができるよう、地域の実情に応じた施設整備を促
進するもの

(2)
労働力人口の減少と高齢化の進行により、不足している介護人材の確保に向け、市内の介
護保険サービス事業所に就職する介護職員等への転入旅費、引越費用等の助成及び介護職
員等として就職する新卒者等への就労定着支援金の助成等を行うもの

(3)
本市の地域福祉の中核を担う下関市社会福祉センター（昭和５１年建設）について、施設
全般の老朽化が進み、建替え整備が必要となったことから、施設を所有・運営する下関市
社会福祉協議会に対し、その整備費を支援するもの

(2) 介護人材確保支援事業

(3) 下関市社会福祉センター整備支援事業

(1) 介護施設等整備促進事業

事業費（百万円）

R2 - R4 R5 R6

169.0 218.6 未定

介護施設等における看取り環境整備促進事業

下関市社会福祉センター整備支援事業

介護施設等整備促進事業

介護人材確保支援事業補助金介護人材確保支援事業
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概要

目的

No. 47 事業名 デジタル化による市民生活向上推進事業

構成事業

(1)

令和２年度に策定した「スマートシティ基本設計」を元に、デジタル化を戦略の柱とした
各種施策のブラッシュアップを図ることで、第２期下関市まち・ひと・しごと創生総合戦
略の主要目標指標に掲げる「生産性の向上」、「就業率の上昇」、「交流人口の増加」、
「純移動率の縮小」、「健康寿命の延伸」の実現を目指して取り組むもの

(2) しもまちアプリ情報発信事業

(3) 市民窓口キャッシュレス決済導入事業

(4) 窓口支援システム導入事業

(5) 電子図書館整備事業

(2)

「しもまちアプリ」を活用し、地域の情報や市政情報、小中学校の年間行事、防災情報な
ど、日常生活に便利な情報やいざという時に役立つ情報を一元的に発信するとともに、電
子回覧板（令和４年度機能追加）により自治会等のコミュニティ内で各種情報を電子デー
タで配信することで、若者世代の参画や負担の少ない地域活動へのシフトを支援するもの

(3)
窓口払いの証明手数料等について、キャッシュレス決済システム及びＰＯＳレジスターに
よる集計管理システムを導入するもの

(4)

窓口業務において、各種証明書の交付申請や住民異動届出等の手続きの際に、「手書きす
ること」に時間を要している市民の負担を軽減するため、申請書の作成機能を備えた窓口
支援システムを導入し、「書かない窓口」を推進するとともに、事務の効率化及び市民
サービスの向上を図るもの

(5)
最寄りの図書館が遠い方や日中の来館が難しい方、視覚障害者の方、小中学校の全児童・
生徒等が気軽に本に触れることができる環境を提供するため電子図書館の整備を行うも
の。また、図書館の休館時でも継続した図書館サービスの提供を可能とするもの

(1) 高質で持続可能な市民生活環境の整備

(2)
市民サービスの向上
市民の行政への関心の向上及び積極参加の推進
地域活性化並びに行政情報機能の充実

(3) 決済手段の多様化による市民の利便性向上や帳票作成の自動化など業務効率化

(4) 「書かない窓口」推進による市民の負担軽減、事務の効率化

(5) 非来館者向けサービスの提供

(1) スマートシティ推進事業

事業費（百万円）

R2 - R4 R5 R6

140.3 144.0 104.5

第８章 人のつながりを大切にし、地域の力が活きるまち

≪方向性≫

■ 「住民自治によるまちづくり」の仕組みの構築 ■ 市民サービスの向上

■ 市民が主体のまちづくりの促進 ■ 人材の育成、市職員のサポート体制の構築

■ 行財政の健全化、信頼される行政経営の推進

地域のまちづくりの推進、市民活動支援の推進、行政機能の充実、行財政の健全化
施

策
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行程等

概要

安岡地区のまちづくりの拠点である安岡公民館・安岡支所について、老朽化や避難所としての安
全性確保といった課題に対応するため、同地区内にある園芸センター敷地にコミュニティ施設、
支所、図書館及び園芸センターが一体となった複合施設を整備するとともに、施設周辺に民間主
導で住環境を整備し、官民が連携してコンパクトで賑わいのあるまちづくりを推進するもの

(3)

(4)

(1)

目的
安岡地区のコミュニティ空間の創造
公共施設面積の縮減による公共施設マネジメントの推進

行程等

(5)

No. 48 事業名 安岡地区複合施設整備事業

R2 R3 R4 R5 R6

(2)

事業費（百万円）

R2 - R4 R5 R6

234.7 669.2 1,292.8

R2 R3 R4 R5 R6

スマート

シティ基

本設計

スマートシティ推進協議会の設立・運営

データ連携基盤・地

域ポータルサイトの

構築

ＰＦＩ導入可能性調査、アドバイザリー業務等

ＰＦＩ事業者の選定・契約等 実施設計・工事等 供用開始

アプリ開発

しもまちアプリを活用した各種情報の一元的な発信

アプリ一部

改修

窓口支援システム

サービス提供開始

窓口支援

システム構築

キャッシュレス決済開始システム構築

電子図書館構築・導入・運営

各種サービスの開発及び連携
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①貧困 ②飢餓 ③保健 ④教育 ⑤ジェンダー ⑥水・衛生 ⑦エネルギー ⑧成長・雇用 ⑨イノベーション ⑩不平等 ⑪都市 ⑫生産・消費 ⑬気候変動 ⑭海洋資源 ⑮陸上資源 ⑯平和 ⑰実施手段

No.１０

農業・水産業活性化事業

No.１３

森林経営管理事業

No.１５

企業成長戦略

No.１７

地元就職促進事業

No.20

子ども・子育て支援充
実・強化事業

No.２１

特別支援教育
推進事業

No.２２

不登校児童生徒教育支
援教室運営事業

No.２７

ゼロカーボンシティ
しものせき推進業務

No.33

都市の再生促進事業

No.３７

高度無線環境整備推進事業

No.３９

本港地区等港湾施設再編事業

No.４２

長府浄水場更新事業

No.43

国土強靭化推進事業

No.4５

地域包括支援センター
運営業務

No.4６

社会福祉施設等
環境整備促進事業

No.47

デジタル化による
市民生活向上推進事業

SDGｓ　17の目標

● ● ●

●

●●

●

●

●

●● ● ● ● ●

●

●● ●

●

● ●

●

●

●●

●

●● ●

第４部 ＳＤＧｓの推進

１．第２次下関市総合計画後期基本計画におけるＳＤＧｓの推進
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第２次下関市総合計画 

後期基本計画 

実施計画 
令和３年６月 

（令和５年８月改定） 

下関市 総合政策部 企画課 

〒750－8521 山口県下関市南部町１番１号 

TEL：083-231-1480 FAX：083-232-9569 

E-mail： sskikaku@city.shimonoseki.yamaguchi.jp 

URL  ： https://www.city.shimonoseki.lg.jp 


